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　　事業の目的

平成30年:82%（国が平成30年度に実施した住宅・土地統計調査をもとに

県が算定した耐震化率）
事業の概要  　耐震診断費助成件数

　　  H29：64件　H30：90件　R1:132件　R2：150件　R3：133件
 　耐震改修費助成件数
　  　H29:18件　H30:31件　R1:95件　R2：80件　R3：94件

①耐震診断費助成
対象事業 ・市町が行う、昭和５６年以前に建設された住宅に対する耐震診断費の補助事業

補助金額 ・市町が負担する額の１／２ （限度額  12,500円）
　　※　現地調査が必要な場合は、市町が負担する額（国費を除く）の1/2以内

②耐震改修費助成
対象事業 ・市町が行う、昭和５６年以前に建設された住宅に対する耐震改修工事費の

 補助事業

補助金額 ・市町が負担する額の１／２ （限度額  450,000円）

この他、普及啓発として、県・市町・事業者団体等による「いしかわ住宅ネットワーク協議会」
において、県民向け相談会、事業者向け講習会を実施している。

これまでの見直し状況
　

・H19年度より、耐震設計補助に変え、耐震改修工事に対する助成を行うこととした
・H23年度より、市町への間接補助として行うこととした
・H24年度より、自己負担なしで行う簡易的な耐震診断への補助を拡充
・H24年度より、木造住宅耐震診断士の登録制度を創設
・H27年度より、段階的に耐震改修工事をするものにも補助を拡充
・H27年度より、簡易耐震診断の現地調査費についても補助を拡充
・H30年度(6月補正)より、定額150万円以上の補助を行う市町に対して、
 耐震改修工事費の県補助額を50万円に拡充
　（補助金額内訳：国50万円、県50万円、市町50万円）
・R2年度より、国の制度見直しに伴い、補助金額の内訳を変更した
　（補助金額内訳：国60万円、県45万円、市町45万円）

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 住宅耐震化促進事業
事業開始年度 平成１８年度 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織 建築住宅課
根拠法令
・計画等

耐震改修促進法
職・氏名 専門員　北川　亮
電話番号 ０７６ 5317225 1777 内線

指標 住宅の耐震化率 単位 ％
課題 木造住宅の耐震化の促進

施策・課題の状況
施策 災害に強く安全に暮らせる住まい・まちづくり 評価 B

令和2年度 令和3年度

95 - 82 - --

事業費
（単位：千円） 平成29年度 平成30年度 令和元年度

決算 2,621
50,500
39,693 46,973

　 平成30年度に拡充した補助制度等の普及啓発として、
市町や事業者と連携しながら、県民向け相談会（全市町開
催）、事業者向け講習会（2回）などを実施した。
 　その結果、助成件数は、耐震診断及び耐震改修ともに
順調な実績を上げており、木造住宅の耐震化の促進に大
きく寄与している。
　 耐震診断費助成　R3: 133件（対R2比：-17件）
　 耐震改修費助成　R3：  94件（対R2比：+14件）
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　 年度ごとに幅はあるが、助成件数の増加やホームページ
の閲覧数の増加など、耐震に関する県民・事業者の関心
は高まっており、引き続き、耐震診断・耐震改修への助成
を行うとともに、耐震化の促進に向け、県・市町が連携して
様々な普及啓発の取り組みを実施する。
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Ａ

左記の評価の理由

　 住宅の耐震診断費及び耐震改修費への支援を行う市町に対する間接補助（下記は主な補助
金額の例）

　 地震と建物に関する正しい知識の普及及び防災意識啓発をすると共に、適切な支援を行うこと
により、地震災害から住民の生命と財産を守り、住民が安心して暮らし続けられるための生活基盤
である住宅等の安全を確保する。
　 平成28年度に石川県耐震改修促進計画を改定し、令和7年度における住宅の耐震化率の目標
値を95％としている。
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